
日本をはじめ先進国の多くが少子高齢化に頭を悩ます中で、継続的に人口を増やし
ているのが米国です。特に経済の主軸を担う労働年齢人口については、２０５０年頃
まで増加し続けることが予測されています。

この背景には、積極的な移民の受け入れがあります。米国の人口に占める移民の割
合は、２０世紀に入って減少傾向を強め、１９７０年代には５％程度にまで落ち込み
ました。ところがそれ以降は再び上昇に転じ、２０１０年には１３％に達していま
す。その多くは労働年齢層であることから、米国にとって移民の受け入れは、‘労働
力の輸入’とも言えるのです。

さらに近年では、成長国の優秀な人材を受け入れる、‘頭脳の輸入’も活発です。
例えば、ヨミトクNo.５７でも紹介したインドの名門校ＩＩＴ（インド工科大学）に
は、卒業シーズンともなれば、グーグルやマイクロソフトをはじめとした世界各国の
大手ＩＴ企業が訪れ、人材の獲得合戦が繰り広げられています。なんと成績優秀な人
材には、１,０００万円以上の高額な年棒が提示されることもあるのだとか。

移民の増加は生産や消費の活性化だけでなく、米国の技術力の向上をも期待でき、
今後の米国経済に大きく貢献していきそうです。
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主な労働年齢人口の推移 米国における移民*の推移

（出所）国連 統計部
＊2000年=100とする。 ＊出生率を現状維持した場合 （出所）Migration Policy Institute *米国生まれでない居住者

（単位：万人） （単位：％）

移民人口（左軸）
総人口に占める移民の比率（右軸）


